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弁護士からみた
環境問題の深層

本稿は、2023年10月より施行されたステマ規制を通じて、次の
３点を明らかにすることを目的とする。すなわち、①なぜ、事業者
はステマを行うのか。環境問題に関する口コミの有効性はどこにあ
るのか。②なぜ、ステマ規制が行われることになったのか。その概
要はどのようなものか。③①及び②を踏まえて、事業者は今後どの
ような対応を行えばよいのか、という３つの問いに対し、法律論及
び環境マーケティング論の両面から答えようとするものである。

全体の成長を牽引している＊2。
また、後者の事業者のマーケティング手法の変化につい

ては、インターネット利用率の向上やスマートフォンの普
及など、どこでも、だれとでも双方向にインターネットで
つながることのできる環境が整ったことを背景として、
Twitter（現X）やInstagramなどのSNS、You�Tubeや
TikTokなどの動画共有サイト、ブログなど消費者のソー
シャルメディア利用が進み、インターネット広告費に占め
るソーシャル広告費の割合が増加している（図表２）。

こうした社会情勢の変化に合わせるように、社会的に耳
目を集める事件＊3 を通じて、ステマの問題性も世間一般
に認識されるようになっていった。日本弁護士連合会は、

「ステルスマーケティングの規制に関する意見書」（2017
年２月16日）によりステマ規制の必要性を指摘し、業界
団体もガイドライン＊4 を定めるなど自主規制に取り組ん
できたところである。

今般、消費者庁は、ステマを規制するため、2023年３
月28日付けで、不当景品類及び不当表示防止法（昭和37
年法律第134号。以下「景表法」という。）第５条第３項
に基づき、「一般消費者が事業者の表示であることを判別
することが困難である表示」について指定（以下「指定告
示」という。）を行い、同年10月１日から施行するととも
に、指定告示の運用基準である「『一般消費者が事業者の
表示であることを判別することが困難である表示』の運用
基準」（以下「運用基準」という。）を策定し、ステマに対
して、厳正・迅速に対処する旨を明らかにした。

本稿では、このステマ規制の概要を紹介する。ただし、

はじめに

冒頭のケースは、今回取り上げる「ステルスマーケティ
ング（以下「ステマ」という。）」の典型例である。

ステマとは、広告であるにもかかわらず広告であること
を隠す行為をいう＊1。端的に言えば、広告主体を偽る行
為である。ステマが社会問題化したのは、インターネット
広告市場の拡大及び事業者におけるマーケティング手法の
変化にその要因を求めることができる。

前者のインターネット広告市場の拡大については、
2021年にインターネット広告費がマスメディア４媒体

（新聞、雑誌、ラジオ及びテレビメディア）の広告費を上
回り（図表１）、2022年には、３兆円を超えて広告市場

ステルスマーケティング規制の
概要と対応

―環境マーケティングの視点を踏まえて―

【ケース】
事業者Xは、ファションリーダーで、Z世代を中心

にエシカル層に影響力のあるインフルエンサーのYに
対し、Xの新製品『サステナブル・アウター』をXの
名前を伏せて、SNSや動画共有サイトで宣伝してくれ
るよう依頼し、一定額の報酬とともに、同製品のサン
プルを提供した。

Yは、Xの依頼どおりに、SNSや動画共有サイトで
『サステナブル・アウター』を絶賛する投稿や動画を
作成し、多数の「いいね」や視聴数を獲得した。

なお、Yは、当該投稿や動画の中で、Xからの依頼
やサンプル提供などについては一切触れず、「広告」
であることが分かる旨の表示もしていない。
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ステマ規制に関しては、消費者庁による運用基準及び「景
品表示法とステルスマーケティング：事例でわかるステル
スマーケティング告示ガイドブック」（令和５年６月作成。
以下「ガイドブック」という。）などのわかりやすい資料
のほか、マイルストーンとなる論稿も存在している＊5。
そこで、本誌の読者層が環境問題に関心を寄せる事業者＊6

であることを考慮し、ステマの前提である口コミの有効
性について、環境マーケティングの視点から併せて考察す
ることで、何らかの示唆が得られることを意図するもので
ある。

１．環境配慮行動における口コミの重要性

1. 1 ��エコロジー行動のメカニズム

そもそも、なぜ事業者はステマを行うのだろうか。ステ
マの問題点は次項で述べるとして、ステマが消費者の購買
行動に影響を及ぼすと事業者が考えていなければ、ステマ
が行われることはないはずである。読者の中にも、これま
でに、動画共有サイトでインフルエンサーが紹介している
商品が欲しくなったり、商品の購入にあたってECサイト

図表１　各媒体の広告費の推移（単位：億円）
（出典：「ステルスマーケティングに関する検討会報告書」４頁）

図表２　インターネット広告費に占めるソーシャル広告費の割合（単位：億円）
（出典：「ステルスマーケティングに関する検討会報告書」７頁）
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でレビュー評価を確認したりした経験を有する方も少なく
ないだろう。実際に、マーケティング論（特に、消費者行
動論）において、消費者は、他人の評価（以下「口コミ」
という。）というものを気にするものであり、インター
ネットの発達によって、口コミを気軽に参照できる環境が
整ったことで、そうした傾向はより強まっていると言われ
ている＊7。例えば、ECサイトにおけるレビューが消費者
の購買行動に与える影響を定量的に分析した研究では、商
品の購買数が平均で25％上昇したとの調査結果も示され
ている＊8。

では、消費者の環境配慮行動や環境配慮型製品の選択
（以下併せて「エコロジー行動」という。）にあたっても口
コミが有効と言えるのだろうか。基本的に、消費者の消費
行動の本来的な目的は、個人の利益を最大化する点にあ
る。特に、エコロジー行動は、一般の消費行動と比べて向
社会的行動の意味合いが強い。そのため、消費者がエコロ
ジー行動が望ましい、あるいは、実践したいと考えていて
も（認知・態度）、実際には、生活上の利便性を捨てがた
く、エコロジー行動を選択せず、より利便性の高い行動を
選択する（実際の行動）というように、認知・態度と実際
の行動とのズレ（社会的ジレンマ）が生じることが良く知
られている＊9。そこで、環境問題に取り組む事業者とし
ても、消費者のエコロジー行動のメカニズムを知っておく
ことは、意義のあることであると考える。

エコロジー行動のメカニズムについては、我が国の環境
マーケティングの第一人者である西尾（2017）＊10 の先行
研究が参考となる。西尾（2017）では、エコロジー行動
の規定要因モデル（図表３）において、消費者のエコロ

ジー行動を促進する要因を明らかにするとともに、時代の
変遷（2000年代前半及び2010年以降）による当該要因
の変化を考察している。

以下では、エコロジー行動の規定要因モデルにおける各
要因の内容について、簡単に説明する。

①�エコロジー関与は、消費者の個人差要因として、「エ
コロジー行動を実践することが、消費者個人の価値体
系におけるより中心的でより重要な価値の実現と深く
結びついているゆえに活性化された状態」と定義され
る。要するに、エコロジー行動の実践が自己の価値観
においてどれだけ重要な地位を占めているのかという
指標である。比喩的に言えば、「エコロジーに関して
意識高い人」を示す指標と言える。

②�有効性評価は、対象となるエコロジー行動を実践する
ことが環境問題の解決に有効であると感じる主観的な
知覚の程度を示す。

③�知覚品質評価（性能不安）は、品質や性能面に不安が
あるなどネガティブな評価であり、エコロジー行動を
低減（マイナス効果）させる方向に働く。

④�コスト・労力評価は、例えば、環境配慮に伴う価格上
昇、不便さといったネガティブな評価であり、③と同
様、エコロジー行動を低減させる方向に働く。

⑤�ベネフィット評価は、例えば、詰替商品の選択が無駄
な消費や生活コスト削減をもたらすように、個人生活
へのベネフィットをもたらす要因であり、エコロジー
行動の促進要因となる。

⑥�実行可能性評価は、エコプロダクトの入手しやすさ

図表３　エコロジー行動の規定要因モデル
（出典：西尾（2017）49頁）
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や、エコロジー行動の取組みやすさなど、具体的な行
動を可能にするかという評価であり、エコロジー行動
の促進要因となる。

⑦�社会規範評価は、消費者の行動は、家族や友人といっ
た自分にとって重要な集団（準拠集団）、あるいは、
憧れの芸能人やインフルエンサー（羨望集団）の考え
方や期待といった周囲の影響に関する評価を示す。
ソーシャル広告でターゲットとされる口コミもこの社
会規範評価の影響力を考慮したものである。本稿で注
目するのは、この社会規範評価である。

1. 2 ��エコロジー行動の規定要因の変化

次に、2000年代前半及び2010年以降のエコロジー行
動の規定要因の変化を見る。ここでは、2000年代前半に
最もエコロジー行動に影響を与えた「エコロジー関与」
と、2010年以降で最も影響を与えた「社会規範評価」と
を対比する（図表４＊11）。

こうしたエコロジー行動に影響を与える要因の変遷につ
いて、西尾（2017）は、「地球環境問題の深刻化に関す
るマスメディアの報道、エコポイントやエコ減税制度等、
消費者のライフスタイルを環境保全型に変革させようとす
る制度や仕組み、異常気象や東日本大震災や原子力発電所
の事故等の体験を経ることによって、エコロジー行動の有
効性や重要性の認知が高まり、準拠集団である家族や友人
の行動実践や推奨、それに同調したいと思う気持ちが個人
の行動を強く決定づけているものと考えられる。」と分析
している。

西尾の指摘する事情に加えて、環境への意識の高まりと
並行して、「グリーンウォッシュ」と呼ばれるような、事
業者の上辺だけの環境問題への取組に対する懐疑心が消費
者の間で高まっていることも挙げられるだろう。こうした
懐疑心から、広告に限らず日々様々な情報に接している消
費者としては、準拠集団ないし羨望集団が発信している情
報をより信頼性の高いものとして取捨選択した上で、エコ
ロジー行動を選択していると思われる。その意味で、ソー
シャルメディアの普及により、信頼する準拠集団や羨望集
団の口コミ情報を獲得しやすい環境が整っており、口コミ

の消費者に与える影響が他の消費行動よりも大きいものに
なっていると考えられる。

こうした研究を踏まえると、自社の環境配慮行動など
CSRの取組を消費者に評価してもらいたい、あるいは、
自社のエコプロダクトを消費者に選択してもらいたい事業
者としては、事業者自身が表立って広告するだけでなく、
家族、友人といった消費者の周囲の準拠集団ないしインフ
ルエンサーといった羨望集団から口コミを広げていくこと
も、有効かつ効率的な広告戦略であるといえるだろう。

２．ステマ規制の概要

2. 1 ��ステマ規制の趣旨

こうして、広告効果の誘因からステマが広く行われるよ
うになり、その手法の問題性が認識されるに至って、今般
のステマ規制に繋がっていった。しかしながら、そもそ
も、なぜステマは規制される必要があるのだろうか。ステ
マ問題の本質はどこにあるのか。本項では、頭の中をマー
ケティング論から法律論にスイッチして考えていくことに
しよう。

法的に何らかの規制を行う場合には、何らかの守られ
るべき利益（保護法益）が存在するのが通常である。で
は、ステマの保護法益とは何か。その答えは、「消費者が
自主的かつ合理的に商品・サービスを選べる環境」という
一般消費者の利益（景表法第１条参照）であると考えられ
る＊12。

では、当該保護法益を守るべき理由はどこにあるのか。
その理由は次のように説明できる。

消費者は、パッケージやウェブサイト、広告などを見て
商品やサービスを選ぶところ、事業者の広告にはある程度
の誇張・誇大が含まれていることを考慮した上で選択を
行っている。しかしながら、ステマが行われると、消費者
は、事業者ではない第三者の口コミなどと誤認して、これ
を信頼して商品・サービスを選んでしまう可能性がある。
この誤認、つまり、広告（だから「気を付けよう！」）と
いう警戒心が働かないことによって、消費者が自主的かつ

図表４　エコロジー行動に影響する要因（抜粋）
（出典：西尾（2017）・51頁及び52頁の図表を抜粋の上、筆者修正）
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合理的に商品・サービスを選ぶという環境が侵害され、正
しい選択を歪めてしまうかもしれない。それゆえに、ステ
マを規制する必要があるとされるのである（図表５）。

2. 2 ��景表法の規制類型

では、なぜこれまでの景表法ではステマを規制できな
かったのだろうか。指定告示によるステマ規制の必要性に
ついて説明する。

景表法は、先に述べたように、「消費者が自主的かつ合
理的に商品・サービスを選べる環境」を守るために、事業
者の商品・サービスに関する不当な表示を規制する法律で
ある＊13。

そして、景表法で規制される不当表示は、３つの類型に
分けられる。すなわち、①優良誤認表示（景表法第５条第
１号）、②有利誤認表示（景表法第５条第２号）及び③そ
の他誤認されるおそれがある表示（景表法第５条第３号）
の３つである。各類型の定義及び具体例は下表にまとめた

（図表６）。
仮に、ステマに①優良誤認表示又は②有利誤認表示が含

まれている場合には、現行の景表法でも規制することが可
能である（第５条第１項又は第２項）。しかしながら、ス
テマでは、優良誤認表示や有利誤認表示が含まれない場合
も多い。そして、ステマの本質は広告主体を偽る行為にあ
るところ、当該行為自体は、従前の景表法の規制の枠外に

あったのである（図表７）。
そこで、③その他誤認されるおそれがある表示の一類型

にステマを加える（指定する）ことにで、景表法第５条第
３項の不当表示の一類型として、ステマを規制することに
したのである。

2. 3 ��指定告示の概要

では、指定告示の内容を解説していこう。指定告示の内
容自体は、次のとおりシンプルなものである。

〇�一般消費者が事業者の表示であることを判別することが
困難である表示（令和５年３月28日内閣府告示第19号）

指定告示に該当し、不当表示として規制される要件は、
①「事業者が自己の供給する商品又は役務の取引について
行う表示」（以下「事業者の表示」という。）であること、
及び、②「一般消費者が当該表示であることを判別するこ
とが困難であると認められること」（以下「判別困難性」と
いう。）の２点である。以下では、各要件の意味するとこ
ろについて、ガイドブックが例示する具体例を踏まえて説
明する。

図表5　事業者広告とステマの伝達過程の相違
（出典：筆者作成）

類　型 定　義 具体例
①優良誤認表示 商品やサービスの品質、企画などの内容について、実際

のものや事実に相違して競争事業者のものよりも著しく
優良であると消費者に誤認される表示

・�育毛剤を使用するだけで、あたかも発毛効果
が得られるかのような表示など

②有利誤認表示 商品やサービスなどの取引条件について、実際のものや
事実に相違して競争事業者のものよりも著しく有利であ
ると消費者に誤認される表示

・�販売価格よりも高い価格を併記することによ
り、あたかも、実際の販売価格が安いかのよ
うに表示など

③�その他誤認されるおそ
れがある表示

①②のほか、消費者に誤認されるおそれがある表示で特
に指定されたもの

・商品の原産国に関する不当な表示など

図表６　景表法の不当表示の類型
（出典：ガイドブックの記載を参考に筆者作成）

事業者が自己の供給する商品又は役務の取引につい
て行う表示であって、一般消費者が当該表示であるこ
とを判別することが困難であると認められるもの
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ア　事業者の表示
まず、事業者の表示に該当するとされるのは、事業者が

表示内容の決定に関与したと認められること、つまり、客
観的な状況に基づき、第三者の自主的な意思による表示内
容と認められないことが必要である＊14。

ガイドブックでは、事業者の表示と判断される４類型
が整理されている。すなわち、①「事業者が自ら行う表
示」、②「事業者が第三者になりすまして行う表示」、③

「事業者が明示的に依頼・指示をして第三者に表示させた
場合」及び④「事業者が明示的に依頼・指示していない場
合であっても、第三者に表示させた場合となるもの」であ
る＊15。

①の類型としては、自らのウェブサイトへの製品内容の
表示や、SNSアカウントへの投稿がこれに該当するが、
次の判別困難性の要件において、事業者の表示であること
が明瞭であると認められるため、通常はステマとされるこ
とはない。

②の類型としては、販売担当者（役員、管理職等）が販
売促進のために商品やサービスをSNSに投稿する場合な
どがこれに該当する。事業者との一体性から事業者による
表示とみなされるのである。

③の類型としては、事業者がインフルエンサーに商品の
特徴などを伝えた上で、インフルエンサーがそれに沿った
内容をSNSなどに表示（投稿）する場合などが該当する。
冒頭のケースは、この類型を想定したものである。

④の類型としては、事業者がインフルエンサーに経済上
の利益があると言外から感じさせたり、言動から推認させ
たりして、第三者がその事業者の商品について表示（投
稿）を行った場合などがこれに該当する。

これらの例示からも分かるように、事業者が従業員やイ
ンフルエンサーなどを手足として用いて、その実態は、事
業者が表示に関する意思決定を行っていると認められるよ
うな場合に、「事業者の表示」の要件に該当すると判断さ
れることになるだろう。逆に言うと、インフルエンサーな
どが、自主的な意思決定に基づきSNSに表示（投稿）す
るような場合は、事業者の表示には該当しない。ポイント
は、客観的に見て、表示内容の意思決定主体が事業者にあ
るか、第三者にあるかという点にある。

ここで、注意して欲しいのは、報酬の有無や多寡は、事
業者の表示の要件の該当性判断には関係しないということ
である。冒頭のケースではXからYにいくらかの報酬を渡
しているという設定としたが、仮に、無報酬であったとし

図表７　景表法の不当表示とステマの関係
（出典：「ステルスマーケティングに関する検討会報告書」25頁）
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ても、事例においては、ステマに該当する点に留意してい
ただきたい。

イ　判別困難性
次に、判別困難性の要件は、表示上の特定の文章、図

表、写真などから消費者が受ける印象・認識ではなく、表
示内容全体から消費者が受ける印象・認識が基準になると
されている＊16。

ガイドブックによれば、「判別困難性の要件を満たす場
合」、すなわち、消費者が事業者の表示であることが不明
瞭で分からない場合として、そもそも事業者の表示である
ことが全く記載されていない場合や、消費者が事業者の表
示であることを認識しにくいような文言・場所・大きさ・
色で表示されている場合などがこれに該当する。

他方で、「判別困難性の要件を満たさない場合」、すなわ
ち、消費者が事業者の表示であることが明瞭で分かる場合
として、「広告」、「宣伝」、「プロモーション」、「PR」など
といったSNS等で広く一般に利用されている文言による
表示が行われている場合などがこれに該当する。ただし、
単に表示すれば良いというものではなく、表示内容の場所
や大きさなどから、通常、消費者から認識し得ないと認め
られる場合には、判別困難性の要件が満たされる点に留意
が必要である。

結局、ポイントは、消費者目線に立って、当該表示が広
告であるか否かを判別することができるかという点にある
と言える。

ウ　違反の効果等
では、ステマ規制に違反した場合は、どのような措置が

行われるのだろうか。この点、消費者庁は、指定告示に違
反する行為が認められる場合、事業者に対し、措置命令を
行うことができる（景表法第７条第１項）。

措置命令の内容としては、違反した表示の差止め、違反
したことを消費者に周知徹底すること、再発防止策を講ず
ることなどを命じることができる。ただし、今回のステマ
規制に関しては、課徴金の対象とはならない（景表法第８
条第１項は第５条第３号の不当表示を除外している。）。

なお、ステマに優良誤認又は有利表示もある場合には、
告示違反に加えて、優良誤認又は有利表示に関する景表法
上の措置が取られることになる。

３．今後の対応

最後に、ステマ規制を受けて、事業者として今後どのよ
うに対応していくべきかを検討する。

まず、大前提であるが、もはや広告戦略においてステマ

戦術を用いることはできないということを確認しておきた
い。確かに、一見すると、ステマはソーシャル広告の手段
として魅力的に映る。しかしながら、ステマ規制以前でも
事業者のステマが発覚した事例においては、消費者から厳
しい批判を受け、いわゆる「炎上」案件として、事業者の
レピュテーションリスクが発生している。今般のステマ規
制の導入によって、ステマに対する世間の目は今後より一
層厳しさを増していくと考えられる。そのため、ステマ規
制に違反した場合には、単に消費者庁から措置を受けると
いう行政処分以上のリスクを負担することになりかねない
のである。

この点で特に注意が必要なのは、指定告示の施行日
（2023年10月１日）以前に表示した広告であっても、施
行日以降も表示を続けている場合は、ステマ規制の対象と
なる点である。その意味では、現在広告表示を行っている
ものを棚卸して、消費者に誤認のないように、広告である
旨の注記を入れるなどの対策を講じておくことが必要とな
るだろう。

次に、運用基準やガイドラインなどを参照することで、
抽象的にステマの外延を画することが可能であったとして
も、個別具体的な判断は事業者に委ねられることになる。
そのため、ステマに該当するか否かの判断に悩むような微
妙なケースにおいては、最終的に、事業者自らリスクテイ
クして対応を決めなければならない。そこで、以下では、
ステマ規制の対応として有効と思われる対策を挙げる。

第１に、社内の法務部やインハウスローヤー、顧問弁護
士などの積極的な活用である。効果的な広告戦略において
は、ある程度のリスクを背負う必要がある場合や迅速に対
応しなければならない場合もあるだろう。こうした際に、
PR部門だけで進めるのではなく、リーガルセクションの
知見を活かしながら、リスクヘッジをしていくことが重要
になる。ステマ対応は、PR部門と法務部門との連携が不
可欠であると考える＊17。

第２に、ステマに限らず、不当表示等を起こさない体制
整備その他必要な措置を講ずる義務を念頭に置くことであ
る（景表法第26条第１項）。景表法の下で事業者が果たす
べき義務については、景表法第26条第２項に基づく「事
業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上の措置につ
いての指針」（平成26年11月14日内閣府令告示第276号。
以下「指針」という。）において、詳細に示されている。

具体的には、社内規定・行動規範等の整備や従業員に対
する講習会や勉強会の開催、表示等の管理担当者の設定な
どが推奨されている。ステマに関して言えば、インフルエ
ンサーやアフィリエイターなどとの表示内容に関する事前
確認や表示内容の方針や根拠といった情報共有などが重要
になってくるだろう。こうした、指針に沿った措置を講じ
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ておくことは、そもそもステマ規制を回避することになる
のみならず、万が一、ステマ規制に違反するという事態が
生じた場合において、消費者庁における行政処分の裁定に
影響を及ぼすリスクヘッジともなり得ると思われる。

第３に、事前相談の積極的活用である。消費者庁では、
法令適用事前確認手続（ノーアクションレター制度）とし
て、書面による照会に対して、書面で回答を行う制度を整
備している。ステマに関して言えば、事業者が行う広告が
ステマに該当するかを具体的に照会できるということであ
る。いわば、お墨付きを与える制度と言える。ただ、実際
のところ、当該制度を利用することは若干敷居が高いと考
えられるので、まずは、ホームページに掲載されている所
管部署に問い合わせするなど気軽に照会できる窓口ないし
担当者を外部に確保することからはじめてはいかがだろ
うか。

最後に、広告表示を行う際には、消費者の目線で考えて
みるということである。これは、何も精神論を唱えようと
しているのではない。消費者目線で考えるということは、
ステマか否かを判断する際の目安になると考える。すなわ
ち、前述の消費者庁の措置命令は行政処分であるところ、
当該行政処分は、審査請求又は抗告訴訟の対象となること
から、行政争訟によって取り消されるリスクを消費者庁は
抱えることになる。そのため、当たり前のことであるが、
消費者目線で明らかにステマと判断されるものは、類型的
に規制のリスクが高くなるはずである。つまり、「裏でこ
んなことが行われていると見せられたら不当だと消費者が
思うかどうか」＊18 でステマか否かが決まることとなるだ
ろう。こうした視点は、マーケティング論における、「プ
ロダクト・アウト（product�out）」から「マーケット・
イン（marketing� in）」へという顧客志向＊19 の重要性と
相通ずるものがあり、消費者ないし顧客目線の重要性を強
調しておきたい。

以上、思いつくままに挙げてみたが、こうした対応を重
ねていくことによって、ステマ規制に適正に対応しなが
ら、有効かつ効率的なマーケティングを実施していただけ
たら幸いである。

本稿は、法律論及び環境マーケティング論の両面からス
テマ規制の検討を試みた。高度化・複雑化する現代社会に
おいては、法律学も隣接領域の知見を積極的に活用してい
くことが求められる。本稿は、読者にとって「一粒で二度
美味しい」ことを目指したが、「二兎を追う者は一兎をも
得ず」となっていないことを祈る。
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